別記
様式第１号（契約書第３条関係）
工　　　　程　　　　表
　委託業務番号
  委託業務の名称                                              　　　受注者　住所
  委託業務の場所                                                　　　      氏名             
  履行期間　自　　　年　月　日　至　　　年　月　日
  業務委託料 	

	
	月
	月
	月
	月
	月
	月
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様式第２号（契約書第10条及び第11条関係）

年　　月　　日　
　発注者　職氏名　　　　　　様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                
管　理　技　術　者　通　知　書
照　査　技　術　者　通　知　書


次のとおり定めましたので、契約書第10・11条により技術者の履歴書を添えて通知します。

　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所
  ４　管理技術者
      （資格交付番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
      照査技術者
      （資格交付番号                                       　　　　   ）

  （注）管理技術者、照査技術者毎に履歴書を作成し提出すること。
  （注）資格により管理技術者、照査技術者を配置する場合は、当該資格者証等の写しを提出すること。

様式第３号(契約書第10条・11条関係)
履　　　　歴　　　　書
	
	(ふりがな)
 氏　　名                                    印
	 生年月日       　　　　       年　　　月　　　日
	

	
	 本 籍 地（※記載不用）
	 現 住 所
	

	
	 年　号
	　年
	  月
	  日
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	　年
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	  日
	    　　　　     資　　　　　　　　格  （交　付　番　号）
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	 年　号
	　年
	  月
	  日
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様式第４号（契約書第16条関係）
年　　月　　日　

　発注者　職氏名　　　　　　様

                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                


貸　与　品　借　用　書

　次のとおり貸与品を機能現況確認のうえ借用いたします。
　
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所
　４　貸　　与　　品
    （１）品　　　　　名
　　（２）数　　　　　量
　　（３）品　　　　　質
　　（４）規格または品質
　５　引渡しを受けた場所
　６　引渡しを受けた年月日　


様式第５号（契約書第16条関係）
年　　月　　日　

　発注者　職氏名　　　　　　様

                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                


貸　与　品　返　還　書

　次のとおり貸与品の機能現況確認のうえ返還いたします。
　
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所
　４　返　　還　　品
    （１）品　　　　　名
　　（２）数　　　　　量
　　（３）品　　　　　質
　　（４）規格または品質
　５　引渡しを受けた場所
　６　引渡しを受けた年月日

様式第６号(契約書第26条関係)
契　約　変　更　申　込　書
年　　月　　日　
                         様
発注者　職氏名　　　　　　　　印　
　委託業務番号
  委託業務の名称
            年　　月　　日締結した委託業務の契約を下記のとおり変更したいので、申し込みます。
　なお、この変更について異議がなければ、土木設計（測量、調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付して下さい。
記
１　現業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥                    　　　　　　   ）
２　変更業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥        　　　　　　               ）
３　業務委託料の増（減）額　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥                       ）
４  現履行期間　　着手　　　　年　　月　　日
                      完了　　　　年　　月　　日　　　日間
５  変更履行期間    着手　　　　年　　月　　日         
                      完了　　　　年　　月　　日　　　日間
６  部分払回数　　現 回 数                回
                      変更回数                回
７  変更内容    別冊設計図書のとおり。
備考　１　この申込書は、設計内容等の軽微な変更により、発注者において変更業務委託料等を提示して申込みをする　　　　    場合に使用する。
[bookmark: _Hlk34663940]       ２　「取引に係る消費税及び地方消費税の額」とは、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の　　　　    78及び第72条の83の規定により算出したものをいい、業務委託料に10／110を乗じて得た額である。
       ３　消費税及び地方消費税に関する部分については、受注者が課税業者である場合に使用する。



様式第６号の２(契約書第26条関係)
契　約　変　更　申　込　書
年　　月　　日　
                         様
発注者　職氏名　　　　　　　　印　
　委託業務番号
  委託業務の名称
            年　　月　　日締結した委託業務の契約は、見積（協議）の結果、下記のとおり変更することになったので、土木設計（測量、調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付して下さい。
記
１　現業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥                    　　　　　　   ）
２　変更業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥        　　　　　　               ）
３　業務委託料の増（減）額　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥                       ）
４  現履行期間　　着手　　　　年　　月　　日
                      完了　　　　年　　月　　日　　　日間
５  変更履行期間    着手　　　　年　　月　　日         
                      完了　　　　年　　月　　日　　　日間
６  部分払回数　　現 回 数                回
                      変更回数                回
７  変更内容    別冊設計図書のとおり。
備考　１　この申込書は、受注者からあらかじめ見積書を徴して変更業務委託料を決定した場合及び受注者と協議して　　　　   変更業務委託料等を決定した場合に使用する。
       ２　「取引に係る消費税及び地方消費税の額」とは、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の
78及び第72条の83の規定により算出したものをいい、業務委託料に10／110を乗じて得た額である。
       ３　消費税及び地方消費税に関する部分については、受注者が課税業者である場合に使用する。


様式第６号の３（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用
契約変更申込書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　職氏名　　　　　　　　　　  印
　委託業務番号
委託業務の名称
　　　　 　年　　月　　日締結した委託業務の契約を下記のとおり変更したいので、申込みます。
　なお、この契約変更について異議がなければ、土木設計（測量・調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付してください。
記
１　現業務委託料　　　￥
　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　）
２　変更業務委託料　　￥
　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　）
３　業務委託料の増（減）額　　￥
　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥　　　　　）
４　現履行期間　　　　着　手　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　完　了　　　　　年　　月　　日　　　　　日間
５　変更履行期間　　　着　手　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　完　了　　　　　年　　月　　日　　　　　日間
６　部分払回数　　　現 回 数　　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　変更回数　　　　　　　　　回
７　支払限度額等　　　現支払限度額　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　　年度　　　￥
　　　現履行高予定額　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　　年度　　　￥
８　変更内容　　　別冊設計図書のとおり。
　備考　１　この申込書は、設計内容等の軽微な変更により、契約担任者において変更業務委託料等を提示して申込みをする場合で、受注者が消費税法の規定による課税事業者であるときに使用する。
　　　　２　「取引に係る消費税及び地方消費税の額」とは、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の78及び第72条の83の規定により算出したものをいい業務委託料に10／110を乗じて得た額である。

様式第６号の４（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用　　　　　　　　　　　　（免税事業者用）
契約変更申込書
年　　月　　日
　　　　　　　　　       様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　発注者　職氏名 　　　　　　　　  　　印
　委託業務番号
　委託業務の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　年　　月　　日締結した委託業務の契約を下記のとおり変更したいので、申込みます。
[bookmark: _Hlk534817612]　なお、この契約変更について異議がなければ、土木設計（測量・調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付してください。
記
１　現業務委託料　　　￥
２　変更業務委託料　　　￥
３　業務委託料の増（減）額　　　￥
４　現履行期間　　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　日間
５　変更履行期間　　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　日間
６　部分払回数　　　現 回 数  　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　  　　　　回
７　支払限度額等　　　現支払限度額　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　　年度　　　￥
８　変更内容　　　別冊設計図書のとおり。
　備考　この申込書は、設計内容等の軽微な変更により、契約担任者において変更業務委託料等を提示して申込みをする場合で、受注者が消費税法の規定による免税事業者であるときに使用する。
様式第６号の５（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用
契約変更申込書
年　　月　　日
                         様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   発注者　職氏名　　　　　　  　　　　　　印

　委託業務番号
　委託業務の名称
　　　　年　　月　　日締結した委託業務の契約は、見積（協議）の結果、下記のとおり変更することになったので、土木設計（測量・調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付してください。
記
１　現業務委託料　　￥
　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　）
２　変更業務委託料　　￥
　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　）
３　業務委託料の増（減）額　　￥
　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥　　　　　）
４　現履行期間　　　　着　手　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　　年　　月　　日　　日間
５　変更履行期間　　　　着　手　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　　年　　月　　日　　日間
６　部分払回数　　　　現 回 数　　　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　　　　　　　回
７　支払限度額等　　　　現支払限度額　　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　　　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　　　年度　　　￥
８　変更内容
　備考　１　この申込書は、受注者からあらかじめ見積書を徴して変更業務委託料を決定した場合及び受注者と協議して変更業務委託料等を決定した場合で、受注者が消費税法の規定による課税事業者であるときに使用する。
　　　　２　「取引に係る消費税及び地方消費税の額」とは、消費税法第28条第１項及び第29条並びに地方税法第72条の78及び第72条の83の規定により算出したものをいい、業務委託料に10／110を乗じて得た額である。

様式第６号の６（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用
（免税事業者用）
契約変更申込書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　 様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          発注者　職氏名   　　　　　　　　　　　　印
　委託業務番号
　委託業務の名称
　　　　年　　月　　日締結した委託業務の契約は、見積（協議）の結果、下記のとおり変更することになったので、土木設計（測量・調査）業務委託契約書の運用基準に定める契約変更請書を送付してください。
記
１　現業務委託料　　 ￥
２　変更業務委託料　　　￥
３　業務委託料の増（減）額　　￥
４　現履行期間　　　　着　手　　　　　年　　 月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　年　　 月　　日　　日間
５　変更履行期間　　　　着　手　　　　　年　　 月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　年　　 月　　日　　日間
６　部分払回数　　　　現 回 数　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　　　　　回
７　支払限度額等　　　　現支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　年度　　　￥
８　変更内容
　備考　この申込書は、受注者からあらかじめ見積書を徴して変更業務委託料を決定した場合及び受注者と協議して変更業務委託料等を決定した場合で、受注者が消費税法の規定による免税事業者であるときに使用する。

様式第６号の７（契約書第26条関係）　※電子変更契約用

年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　契約担任者職氏名　　　　　　　
（公印省略）
　　　　　　　　　　　

土木設計（測量、調査）業務等委託契約に係る契約変更について

　　年　月　日に契約締結を行った下記委託について、別添「土木設計（測量、調査）業務等委託契約書」（以下「変更契約書」という。）のとおり変更したいので申し込みます。
　なお、この契約変更に異議がなければ、変更契約書に電子署名をお願いします。

記

１　　工事番号　　　　第　　　　　号
２　　工事名

備考　今回の変更については、電子契約書を変更するため土木設計（測量・調査）業務委託契約書の運用基準に定める「変
更契約請書」によることができないものである。

様式第７号(契約書第26条関係)
契　約　変　更　請　書
年　　月　　日　
                       様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                   印
　　　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更することについて承諾します。
記
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所            市（郡）        町　　　　地内
　４　業務委託料の増（減）額　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥                       ）
　５　契約保証金の追納（還付）額　　￥
　６　履行期間　　　　　日間延長（短縮）
        現履行期間　　着手　　　　年　　月　　日        
                        完了　　　　年　　月　　日　　　日間
        変更履行期間    着手　　　　年　　月　　日         
                        完了　　　　年　　月　　日　　　日間
　７  部分払回数　　現 回 数                回
    　                  変更回数                回
　８  委託業務内容    別冊設計図書のとおり。
　９  その他    原委託契約書のとおり。
　備考　１　「業務委託料の増（減）額」及び「うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額」は、契約変
　　　　　更申込書の当該事項の金額を記入する。
        ２　消費税及び地方消費税に関する部分については、受注者が課税業者である場合に使用する。
　　　　３　金額は、アラビア数字を用い、訂正又はまっ消することはできない。

様式第７号の２（契約書第26条関係）
契　約　変　更　請　書
年　　月　　日　
                       様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                   印
　　　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更することについて承諾します。
記
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所            市（郡）        町　　　　地内
　４　現業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥                    　　　　　　   ）
５　変更業務委託料　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥        　　　　　　               ）
６　業務委託料の増（減）額　　￥
    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥                       ）
　７　契約保証金の追納（還付）額　　￥
　８　履行期間　　　　　日間延長（短縮）
        現履行期間　　着手　　　　年　　月　　日        
                        完了　　　　年　　月　　日　　　日間
        変更履行期間    着手　　　　年　　月　　日         
                        完了　　　　年　　月　　日　　　日間
　９  部分払回数　　現 回 数                回
    　                  変更回数                回
　10  委託業務内容    別冊設計図書のとおり。
　11  その他    原委託契約書のとおり。
　備考　１　この請書は、受注者が消費税法に規定する課税事業者で、当初口頭契約により契約をした場合で第１回契約変更時の請書に使用する。なお、第２回契約変更以降の請書は様式第７号による。
　　　　２　「業務委託料の増（減）額」及び「うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額」は、契約変更
申込書の当該事項の金額を記入する。
　　　　３　金額は、アラビア数字を用い、訂正又はまっ消することはできない。

様式第７号の３（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用
契約変更請書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  氏名　　　　　　　　       　　　
　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更することについて承諾します。
記
１　　委託業務番号
２　　委託業務の名称
３　　委託業務の場所　　　　　市（郡）　　　　　　　町　　　　　　　地内
４　　業務委託料の増（減）額　　￥
　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥　　　　　　）
５　　契約保証金の追納（還付）額　　￥
６　　履行期間　　 　　日間延長（短縮）
　　　　現履行期間　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　　　  日間
　　　　変更履行期間　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　　　　日間
７　　部分払回数　　　現 回 数　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　　　　　回
８　　支払限度額等　　　現支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　年度　　　￥
９　　委託業務内容　　　別冊設計図書のとおり。
10　　その他　　　　原委託契約書のとおり。
　備考　１　この請書は、受注者が消費税法に規定する課税事業者である場合に使用する。
　　　　２　「業務委託料の増（減）額」及び「うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額」は、契約変更申込書の当該事項の金額を記入する。
　　　　３　金額は、アラビア数字を用い、訂正又はまっ消することはできない。

様式第７号の４（契約書第26条・40条・42条関係）　※債務負担契約用　　　　　   　　　　　　（免税事業者用）
契約変更請書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　氏名　　　 　　　　　　　　　　 
　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更することについて承諾します。
記
１　　委託業務番号
２　　委託業務の名称
３　　委託業務の場所　　　　　　　　市（郡）　　　　　　　町　　　　　　　地内
４　　業務委託料の増（減）額　　　　￥
５　　契約保証金の追納（還付）額　　￥
６　　履行期間　　　　　日間延長（短縮）
　　　　現履行期間　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　　　　日間
　　　　変更履行期間　　着　手　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　年　　月　　日　　　　　日間
７　　部分払回数　　　現 回 数　　　　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　　　　　回
８　　支払限度額等　　　現支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　　　　年度　　　￥
９　　委託業務内容　　　別冊設計図書のとおり。
10　　その他　　　原委託契約書のとおり。
　備考　１　この請書は、受注者が消費税法の規定による免税事業者にある場合に使用する。
　　　　２　金額は、アラビア数字を用い、訂正又はまっ消することはできない。

様式第７号の５（契約書第26条・40条・42条関係）　　※債務負担契約用
（当初口頭契約後の変更）
契約変更請書
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　氏名　　　　　　　　  　　　　　
　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更することについて承諾します。
記
１　　委託業務番号
２　　委託業務の名称
３　　委託業務の場所　　　　　市（郡）　　　　　　　町　　　　　　　地内
４　　現業務委託料　　　　　　　￥
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　　）
５　　変更業務委託料　　　　　　￥
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　￥　　　　　　　　　　　　）
６　　業務委託料の増（減）額　　￥
　　　　（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額　　￥　　　　　　）
７　　契約保証金の追納（還付）額　　￥
８　　履行期間　　　　  　　日間延長（短縮）
　　　　現履行期間　　着　手　　　　　　 年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　　 年　　月　　日　　　　日間
　　　　変更履行期間　　着　手　　　　　 　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完　了　　　　　 　年　　月　　日　　　　日間
９　　部分払回数　　　現 回 数　　　　 　　　　　回
　　　　　　　　　　　　変更回数　　　　 　　　　　回
10　　支払限度額等　　　現支払限度額　 　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更支払限度額　 　　　　年度　　　￥
　　　　現履行高予定額　 　　　　年度　　　￥
　　　　　　　　　　　　変更履行高予定額　 　　　　年度　　　￥
11　　委託業務内容　　　別冊設計図書のとおり。
12　　その他　　　　原委託契約書のとおり。
　備考　１　この請書は、受注者が消費税法に規定する課税事業者で、当初口頭契約により契約をした場合で第１回契約変更時の請書に使用する。なお、第２回契約変更以降の請書は様式第７号の３による。
　　　　２　「業務委託料の増（減）額」及び「うち取引に係る消費税及び地方消費税の額の増（減）額」は、契約変更申込書の当該事項の金額を記入する。
　　　　３　金額は、アラビア数字を用い、訂正又はまっ消することはできない。
様式第７号の６（契約書第26条・40条・42条関係）　※電子変更契約用




土木設計（測量、調査）業務等委託変更契約書



　　　年　　月　　日締結した委託業務契約の内容を下記のとおり変更する契約を締結する。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記


１　委託業務番号
２　委託業務の名称
３　委託業務の場所　　　　　　市（郡）　　　町　　　　地内
４　履行期間　原契約書４中「　　年　　月　　日まで」を「　　年　　月　　日まで」に改める。
５　業務委託料の増（減）額　業務委託料を　　　　円（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　　円）増（減）額し、原契約書５中「　　　　　円」を「　　　　　円」に、（　　　　　）中「　　　　　円」を「　　　　　円」に改める。
６　契約保証金の追納（還付）額　契約保証金を　　　　円増（減）額し、原契約書６中「　　　　円」を「　　　　円」
に改める。
７　部分払回数　原契約書第38条第1項中「　　回」を「　　回」に改める。
８　支払限度額等　
原契約書第40条第１項中
　　　　年度「　　　　円」を　年度「　　　　円」に、
　　　　年度「　　　　円」を　年度「　　　　円」に改める。
９　履行高予定額
原契約書第40条第２項中
　　　　年度「　　　　円」を　年度「　　　　円」に、
　　　　年度「　　　　円」を　年度「　　　　円」に改める。
10　債務負担行為に係る契約部分払いの特則
原契約書第42条中
　　　　年度「　　回」を　年度「　　回」に
　　　　年度「　　回」を　年度「　　回」に改める。

11　委託業務内容　原契約書中「設計図書」を別冊「設計図書」に改める。
12  そ　の　他　　原契約書のとおり。
13　電子変更契約の措置　本契約を電子変更契約にて締結する場合には、電子署名の措置を行った日にかかわらず、この契約書に定める年月日を契約締結日とする。

　この契約を証するため、発注者及び受注者が合意の後電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管する。

　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　　住　所
氏　名　　　　　　　　　　

備考　１　本形式は、電子変更契約の様式であり、不必要な条項を削除して使用する。
　　　２　債務負担行為によらない、変更契約については、８から10を削除して使用する。
　　　３　契約保証金の追納（還付）を求めない場合は、「５　契約保証金の追納（還付）額　￥　－」と記載す
る。


様式第８号（契約書第32条関係）
年　　月　　日　
　発注者　職氏名　　　　　　様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                
業　務　完　了　報　告　書
[bookmark: _Hlk34664038]　下記の業務は、　　　　年　　月　　日完了しましたので、契約書第32条第１項によりお届けします。
記
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所
　４　業務委託料
  ５　履　行　期　限　　　　　　年　　月　　日





様式第９号（契約書第32条関係）
委　託　業　務　完　了　確　認　書
年　　月　　日　
                       様
                                                                          発注者　職氏名　　　　　　　印
　下記のとおり委託業務の完了を確認しました。
記
　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所            市（郡）        町　　　　地内
　４　業務委託料　　￥
  ５  履行期間　　着手　　　　年　　月　　日        
                        完了　　　　年　　月　　日　
  ６  完了年月日                年　　月　　日
  ７  完了検査年月日                年　　月　　日
  ８  検査職員職氏名

様式第10号（契約書第32条関係）
年　　月　　日　
　発注者　職氏名　　　　　　様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                
成　果　物　引　渡　書
　次の業務について検査が合格いたしましたので、契約書第32条第３項により成果物を引渡します。
記

　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　委託業務の場所
　４　検査年月日　　　　　　年　　月　　日





[bookmark: _Hlk33516707]様式第11号（契約書第39条関係）
年　　月　　日　
　発注者　職氏名　　　　　　様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                
指 定 部 分 業 務 完 了 通 知 書

　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
　３　履　行　期　間　　　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日
　４　業務委託料　　￥

[bookmark: _Hlk34664073]    上記業務について、次のとおり部分完了しましたので、契約書第39条第１項の規定により通知します。

　部分完了の内容
    （１）部分完了の範囲
　　（２）完 了 年 月 日


様式第12号（契約書第39条関係）
年　　月　　日　
　発注者　職氏名　　　　　　様
                                                                          受注者　住所
                                                                                  氏名                
指　定　部　分　引　渡　書
引　渡　部　分　引　渡　書

　１　委託業務番号
　２　委託業務の名称
        指定部分業務の名称
        引渡部分    〃
                指定部分
　　上記業務の、        に係る次の業務の成果物を、契約書第39条第１項の規定により引渡します。
                引渡部分

	
	 引　　渡　　す　　成　　果　　物　　の　　内　　容
	

	
	 成果物の名称
	 　 細　　　　　　　　　別
	 　 規　　　　　　　　　　格
	  　冊　　数
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	






[bookmark: _Hlk517443983]※運用基準追加様式
[bookmark: _Hlk33516762]様式第13号（契約書第38条関係）

既済部分検査申込書

年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

　下記委託業務の既済部分の検査方申込みます。
記

１　委託業務番号
２　委託業務の名称
３　委託業務の場所　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内
４　業務委託料 　 　￥
５　履行期間　　　年　　月　　日　
　　年　　月　　日
６　履行高　　　年　　月　　日現在の履行高は別紙調書のとおり。

※運用基準追加様式
[bookmark: _Hlk33516864]様式第14号（契約書第38条関係）
既済部分検査結果通知書
　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者　職氏名　　　　　　  印
  　　　　年　　月　　日に申込があった委託業務の既済部分の検査について、下記のとおり検査結果を通知します。

記
１　委託業務番号
２　委託業務の名称
３　委託業務の場所　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内
４　業務委託料　　　￥
５　履行期間　　　着手　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完了　　　年　　月　　日
６　既済部分検査年月日　　　　　　年　　月　　日
７　検査職員職氏名
８　履行高　　　　　　　　％　



[image: ]

※運用基準追加様式
様式第15号（契約書第33条関係）
完成払請求書
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

[bookmark: _Hlk58825872]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印省略の場合は以下を記載する。（「備考２」を参照。））
	
	氏　名
	電話番号

	発行責任者
	
	

	発行担当者
	
	



　下記のとおり、業務委託料の支払を請求します。

記

	   　　   　　   　　
	　　￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	



１　委託業務番号
２　委託業務の名称
３　委託業務の場所　　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内
４　業務委託料　　　　￥
５　受領済額　　　　￥
６　差引今回請求額　　　　￥
７　受領の方法
        口座振替払           銀行　　　　　　店
        預金種目（１普通　　２当座　　３その他（　　　　　））
        口座番号
        口座名義（片仮名書きにより記載）

備考　１　金額は、アラビア数字を用い、請求金額は、訂正又はまっ消することはできない。
　　　２　押印省略可。ただし、押印省略の場合、「発行責任者及び担当者（同一でも可）」の氏名及び連絡先を記載すること。




















※運用基準追加様式
様式第16号（契約書第35条関係）
前金払請求書
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印省略の場合は以下を記載する。（「備考３」を参照。））
	
	氏　名
	電話番号

	発行責任者
	
	

	発行担当者
	
	



　下記のとおり前払金を請求します。

記

	     　     　     　
	  ￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	



１　委託業務番号
２　委託業務の名称　
３　委託業務の場所　　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内
４　業務委託料　　　￥
５　履行期間　　　着手　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　完了　　　年　　月　　日
６　受領済みの前払金額　　￥
７　受領の方法
        口座振替払           銀行　　　　　　店
        預金種目　（普通）
        口座番号
        口座名義（片仮名書きにより記載）

備考　１　金額は、アラビア数字を用い、請求金額は、訂正又はまっ消することはできない。
　　　２　保証事業会社の交付する保証証書を添付すること。
　　　３　押印省略可。ただし、押印省略の場合、「発行責任者及び担当者（同一でも可）」の氏名及び連絡先を記載すること。

※運用基準追加様式
様式第17号（契約書第38条関係）
部分払請求書
年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印省略の場合は以下を記載する。（「備考２」を参照。））
	
	氏　名
	電話番号

	発行責任者
	
	

	発行担当者
	
	



　下記のとおり委託業務の既済部分に対する業務委託料の支払を請求します。

記

	     　     　     　
	  ￥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	



１　委託業務番号
２　委託業務の名称　
３　委託業務の場所　　　　　　　市（郡）　　　　町　　　　　地内
４　業務委託料　　　　　￥                                   
５　履行期間　　着手　　　　　年　　月　　日                         
　　　　　　　　　　  完了　　　　　年　　月　　日           
６　受領の方法
        口座振替払           銀行　　　　　　店
        預金種目（１普通　　２当座　　３その他（　　　　　））
        口座番号
        口座名義（片仮名書きにより記載）

備考　１　金額は、アラビア数字を用い、請求金額は、訂正又はまっ消することはできない。
　　　２　押印省略可。ただし、押印省略の場合、「発行責任者及び担当者（同一でも可）」の氏名及び連絡先を記載すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　













※工事執行規則の施行について準用様式
様式第18 号（契約書第38条関係）
	 　　　　 （第　回）

	    　　　　年度      第        号

	委　託　業　務　名
	

	委 託 業 務 の 場 所
	

	受　　 注 　　者
	

	現業務委託料　　　 ①
	￥

	既履行部分高業務費  ②
（設計額ベース）
	￥

	現設計額 　　　　 ③
	￥

	第１回部分払算出時 
業務委託料相当額　　④
	￥ 　　　　　　　   部分払額算出計算書（第１回）の⑥を記入する

	 
業務委託料相当額　　⑤
	￥ 　　　　　　　  部分払額算出計算書（第２回）の⑥を記入する

	業務委託料相当額　　⑥
	￥                               ⑥＝（①×②／③）－④－⑤

	　  ⑦
	￥

	   ⑧
	￥                                 ⑧＝⑥×（９／10－⑦／①）


    （注）④、⑤欄は、第２回以降の部分払時に記入。（第１回部分払時には記入不要）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※工事執行規則の施行について準用様式
様式18号の２（契約書第38条関係）
	部分払額算出計算書（債務負担行為関係） 　　　　　   （第　回）

	委　託　業　務　名

委 託 業 務 の 場 所

受　　 注 　　者

業務委託料相当額…Ａ　　￥


…Ｂ　　￥


…Ｃ　　￥


…Ｆ　　￥


履 行 高 予 定 額…Ｇ　　￥

履 行 高 超 過 額…Ｈ　　￥


履 行 高 予 定 額…Ｉ　　￥

現業務委託料…Ｄ　　￥

…Ｅ　　￥　

                   E≦A× －（B＋F）－｛Ａ－（Ｇ＋Ｈ）｝× 　




image1.emf
（注）今回の部分払支払可能額は次の式において求められる金額の範囲内となります。   （１）単年度工事の場合     A × （ 9 10 － 前払金額 業務委託料   ）―既支払部分払額   （２）債務負担 行為による業務委託 の場合     A × 9 10 ― ( 前会計年度までの支払金額＋当該会計年度部分払金額 ) － ( Ａ－前年度までの 履行高 予定額＋ 履行 高超過額）× 当該会計年度前払金額 当該会計年度履行高予定額   ※Ａ＝ 業務委託料相当 額＝ 業務委託料 × 既履行部分  
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